大阪府と株式会社セールスフォース・ジャパンの
スマート福祉の実現に向けたＤＸ人材の育成と業務改善等に関する協定書

この協定書（以下「本協定」という。）は、大阪府（以下「甲」という。）と株式会社セールスフォース・ジャパン（以下「乙」という。）の間で、末尾記載の締結日（各当事者の最終記名捺印日とし、以下「本締結日」という。）付で締結され、同日付で効力を生じる。

（目的）

第１条　本協定は、甲と乙が、それぞれの資源を活用して第２条に定める連携・協力を行うことにより、ICTの活用を通じて大阪府の福祉分野のスマート化を実現し、府民サービスの向上に寄与することを目的とする。

（連携・協力事項）

第２条　甲及び乙は、甲における福祉分野のスマート化による事業者や府民の利便性の向上につき、それぞれが有する資源を活用し、甲における組織的かつ効果的な取り組みを行うため、次の事項について連携・協力する。連携・協力の細目その他の事項については、甲及び乙が協議して別途書面にて定めるものとする。

1. 大阪府福祉部におけるICTを活用した業務改善の推進に関すること
2. 大阪府福祉部におけるＤＸ人材の育成
3. 新型コロナウイルス感染症対応業務の支援に関すること
4. その他福祉分野におけるＤＸ人材の育成と業務改善に関すること

（有効期間）

第３条　本協定の有効期間は、協定締結日から令和７年３月３１日までとする。

２　本協定の更新については、前項に規定する有効期間の満了までに、甲乙双方が誠実に協議する。
（非拘束）

第４条　本協定は、本締結日における甲及び乙の基本的理解を確認するものに過ぎず、甲及び乙にいかなる権利義務関係その他の法的拘束力を生じさせるものではない。甲及び乙は、第１条に定める目的又は第２条に定める連携・協力事項が達成されなかった場合でも、いかなる責任も負わないものとする。

２　本協定は、甲及び乙の製品又はサービスの購入、利用その他について定めた既存の契約に優先したり、それらを変更したりするものではない。

３　本協定に定めのない事項又は本協定に疑義が生じた場合は、その都度甲及び乙で誠実に協議する。

(以下余白)

　本協定の締結を証するため、両当事者は、本書2通に署名（もしくは記名）捺印のうえ各１通を保有するか、又は本書に電子署名するものとする。
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